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研究成果の概要（和文）：本研究では、旧来の農村型社会でコモンズが有していた環境保全機能を、現代の先進
工業国でいかに維持再生するかという問題意識のもと、近代化や産業化といったコモンズ外部で起こった変化に
対してコモンズはどう適応してきたのか、という問いに取り組んだ。先進工業国の中でも比較的活発にコモンズ
が利用されているノルウェーを対象に、ノルウェー人研究者と共同で、調査を実施した。その結果、市場に適応
することによって、コモンズの原理を守ってきたことが明らかになった。

研究成果の概要（英文）：In this study, we studied the question which is how commons can adapt to the
 outside changes such as modernization or industrialization in advanced industrialized countries. 
The background of this question is that how present-day’s commons can maintain or revitalize their 
environment conservation function in industrialized countries. We focused Norwegian commons which 
have been comparatively actively managed among the industrialized countries. As a result of 
international collaborative field research with Norwegian researchers, we found that Norwegian 
commons have been able to keep the principle function by adapting to market economy.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
コモンズは、地域自然資源の持続可能な管理利用制度であるとして、近年、世界的に注目されている。コモンズ
研究の世界的潮流は、ノーベル経済学賞受賞者のオストロムらの研究に代表されるように、コモンズの過剰利用
をいかに回避できるかという、ハーディンのコモンズの悲劇論に端を発するものであった。
しかし、先進工業国のコモンズで問題となっているのは、近代化や工業化の過程で、地域の自然資源が利用され
なくなってしまうという過少利用問題である。本研究は、先進工業国のコモンズを分析する上で新たなアプロー
チを提示した点で、学術的意義及び社会的意義を有する。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。
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１．研究開始当初の背景 
本国際共同研究強化 A の研究課題の基となる研究課題（以下ではこれを基課題という）の
目的は、コモンズの環境保全機能を維持・再生するための費用負担のあり方を議論するこ
とであった。日本などの先進国型コモンズの多くは、自然資源の経済的な利用価値が低下
したため、利用されずに管理放棄されている状態にあり、これらは過少利用問題と称され
ている。基課題の研究では、過少利用問題が最も鮮明に顕在化している半自然草原を事例
に調査を実施し、重層的な費用負担構造の重要性を明らかにした。 
また、これらの成果を取りまとめる段階で､これまでコモンズ研究を世界的にリードして

きた研究者で、本申請の国際共同研究者である Erling Berge 教授が企画した国際学会セッ
ションや同学会の学会誌特集号で論文を発表する機会を得た（Shimada 2015）。この過程
で、日本のコモンズが直面している問題は Elinor Ostrom らが分析対象としていた資源の
過剰利用問題を前提とした途上国型のコモンズ（Ostrom 1990）のそれとは性格が異なり、
先進国型コモンズに共通の独自の問題が存在することが分かってきた。 
 
２．研究の目的 
国際共同研究強化 A の研究では、Berge 教授ら、国内外の研究者と共に、先進国型コモ

ンズに特有のコモンズ問題を集約・抽出し、それらを分析するための理論的分析フレーム
ワークの確立を行う。 

Ostrom らの研究では、コモンズにおける資源の過剰利用問題が前提となっており、集
団内の囚人のジレンマ問題をどう解決するかというかという問題が主要な研究課題となっ
てきた。その点においては、持続可能なコモンズの存立条件の提示など重要な成果があが
っている。しかし、先進国型コモンズが抱える問題は、過剰利用問題を前提とした Ostrom
等の旧来型の分析フレームワーク（Ostrom 1990; Ostrom et. Al. 2002）では、解くことが
できず、新しい分析フレームワークの確立が必要となっている。 
基課題の研究を実施する過程で、先進国型コモンズに特有の問題が存在することが明ら

かになりつつあり、それらを過少利用問題として理論的に分析することが求められていた。
本研究では、コモンズの過少利用問題について理論的に取り組むことが目的の一つとして
挙げられる。 
さらに、日本と同じ先進工業国でありながら、コモンズによる資源利用が比較的活発に

継続されているノルウェーについて、詳細な実証研究を行うことが本研究の最も重要な目
的である。ノルウェー人研究者と共に、近代化や産業化といったコモンズ外部で起こった
変化に対してコモンズはどう適応してきたのか、という問いに取り組んだ。 
先進国のコモンズを研究対象とする研究者とのネットワークも構築されつつある。本研

究課題の申請段階では、日本、ノルウェー、スペイン、イギリスのコモンズについて、そ
れぞれの国で研究を行っている研究者が、それぞれ独自の視点で研究を行っており、統一
的な分析フレームワークが確立されているわけではなかった。 
従って､国際共同研究強化の研究では､各国の研究者によって集積された個別事例の詳細

な分析を基に、これらの国々の研究者が共同で理論的・実証的研究を実施することで、先
進国型コモンズの環境保全機能を維持・再生するための新たな分析フレームワークを構築
するための基礎を固めることが求められる。 
 
３．研究の方法 
 
上記の研究目的を遂行するうえで、研究は具体的には以下の通り、3 つの期間・方法を段
階的に行った。 
 
（１） 渡航準備期間及び国内調査実施期間 
2017 年 4月から渡航までの約 1年間は、渡航準備期間及び国内調査実施期間として、研究
を実施した。電子メールで受け入れ研究機関と滞在期間中の受け入れ態勢や研究体制、お
よび研究課題のすり合わせを行った。また、先進国のコモンズ問題を研究するうえでの文
献の読み込みや理論的検討、また、国内のコモンズや自然アクセス制度に関する事例調査
を実施した。 
 
（２） 渡航期間 
2018 年 3 月から 2019 年 3 月までの約 1 年間は、ノルウェー生命科学大学の景観と社会学
部に滞在し、国際共同研究を実施した。受け入れ研究者である Erling Berge 教授を起点に、
研究者ネットワークの構築を行い、国際共同研究は、様々な研究者へと展開していった。
具体的には、同大学の Håvard Steinsholt 教授、Andrei Marin 研究員、University of 
Southern Maine の Matthew Hoffman 助教と研究ネットワークを構築し、共同研究を実
施した。Gran コモンズ、Skjak コモンズについて共同調査を実施し、また、万人権につ
いての共同調査を実施した。渡航期間中は、国際共同研究のネットワーク構築と、共同調
査によるデータ収集に重きを置いて研究を実施した。 



 
 
（３） 帰国後のとりまとめの期間 
2019 年 3 月に帰国してから、研究機関の終了を迎える 2020 年の 3 月までのほぼ 1 年間

は、これらデータの整理と研究成果のとりまとめに充てた。 
 
４．研究成果 
 上述の通り、本研究課題の目的を達成するために実施した調査やその方法は多岐にわた
り、得られたデータの整理・とりまとめの段階にあるものが殆どであるが、ここでは現時
点で得られている暫定的な研究成果について述べておきたい。 
 国際共同研究の中でも中心的なテーマであった、近代化や産業化といったコモンズ外部
で起こった変化に対してコモンズはどう適応してきたのか、というテーマには、嶋田と
Berge 教授、Steinsholt 教授の 3 名で、Gran コモンズの事例研究を基に、取り組んだ。農林
業の機械化や貿易の自由化といったコモンズ外部での変化に対してコモンズがどのように
対応してきたのかについて、コモンズの管理者、理事会、権利者農家へのインタビューや
資料収集によって明らかにした。その結果、市場に適応することによって、コモンズの原
理を守ってきたことが明らかになった。 
市場への適応とは具体的に、以下の 3 つの過程に整理することができる。1 つ目は、古

典的共同利用（個別的）である。これは世界各地のコモンズで見られる一般的なコモンズ
利用形態であり、コモンズのルールのもと、各権利者が営農上必要な資源を共有地から得
るという形態である。 
次の段階は、団体直轄利用と割引制度である。これは、権利者の個別の利用を禁じ、コ

モンズが組織的に直轄で共有資源（具体期には森林の木材資源）の管理運営を行うもので
ある。日本の入会林野でも、人工林経営の開始とともに多くの集落で見られた形態である。
ただ、日本では見られなかった特徴として、割引制度が挙げられる。これは、直接、森林
から木材を伐出できなくなった権利者農家が、その埋め合わせとして、コモンズが直営す
る製材所などから、営農上必要な製材品などを割引価格で購入できるという制度で、権利
者が自ら伐採、搬出、製材、乾燥する労働コストが節約できるものとして、権利者農家か
らは積極的な評価を受けている。 
3 番目の段階は、経営多角化と補助金（払戻金）制度である。林業の更なる効率化（大

規模化、機械化）に対応すべく、各コモンズが直営の製材所、製材店を運営するのではな
く、周辺の複数のコモンズと、民間の林業事業者と共同出資の製材所を設立し、グローバ
ルに原木を調達するようになる。コモンズから伐出された木材も必ずしも自ら出資した製
材所に売却されるわけはなく、市場を通じて、最も条件の良い買い手へと売却される。ま
たコモンズが手掛ける事業は多角化され、貸しビル業や有料道路、狩猟ライセンスの販売
などから収益を得る。コモンズ直営の製材所で行われていた割引制度は廃止され、権利者
が営農資材を市場から調達した場合に、その一部を補助するという仕組みに改められた。
利潤は主に、権利者の営農活動を支えるために使われているという意味で、我々はコモン
ズの原理が守られてきたとこれを解している。コモンズにおける資源利用のあり方は、市
場への適応のために大きく変化したが、コモンズの資源がコモンズ権利者の営農活動を支
えるために使われるというコモンズの原理はそのことによって守られてきたといえる。 
興味深い点は、同じコモンズ内でも資源によって変容過程が異なる点である。木材資源

に関しては、市場への適応のために大きく資源利用方法を変えてきたことは既に述べた通
りであるが、同じ Gran コモンズにおいて、草資源の利用は古典的共同利用の段階にとどま
っているのである。即ち、各権利者農家がコモンズのルールの下で、共有地に放牧あるい
は採草するという形態が続けられている。また、木材利用においては、権利者の直接利用
が禁じられたが、万人権が存在するため、権利者・非権利者に関わらず、四季を通じて森
林にアクセスする権利が保障されており、実際に多くの人々がそれを享受している点も興
味深い。 
今回観察された Gran コモンズでの変容過程がノルウェーのコモンズでどれだけ一般化

できることであるのかを検証することは今後に残された課題である。 
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